

























厚生労働省調べ1）によると表－1のように平成 19 年度のわが国のホテル営業施設数は、9,427 施設、
客室数 765,482 室、旅館営業として 52,259 施設、部屋の総数は 821,870 室である。この他に簡易宿所
営業施設数は 22,888 施設、下宿営業施設数は 929 施設である。ホテルについては、東京都が 694 施
設で最も多く、次いで北海道の 653 施設、長野県の 540 施設である。
ホテル・旅館数2、3）の推移を図－1に示す。旅館数については、1997 年 68,982 施設、2006 年 54,070
施設で、この 10 年間で約 1万 5千施設、約 21.6％の減少しだが、登録旅館については、1997 年 2,022
施設から 2006 年 1,981 施設とわずかの減少であった。一方、ホテルについては、1997 年 7,769 施設
から 2006 年 9,165 施設と 18 ポイント増加したが、登録ホテルについては、1997 年 1,032 施設から
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観光白書のデータ4）によると、国民一人当たりの国内宿泊旅行回数は、2007 年度 1.54 回で、平均
宿泊数は 2.47 泊であった。
宿泊観光旅行の1回1人あたりの平均費用3）を図－
2に示す。1970 年代前半においては 13,000 円～
14,000 円であったものが、1970 年代後半には約 2
万円近くも急激に上昇し、それ以降も徐々に上昇し、
バブル経済期の 1990 年には 48,100 円に達したが、
その後は減少に転じ、2004 年には 39,000 円台にな
り、10 年間で約 8,000 円減少した。
平成 19 年度の観光白書4）の推計によると、平成 17
年の国内観光消費額は 24.4 兆円、間接的な生産波


































１．床面積が 13m2 以上であること（ただし 1人室に限り 9m2 以上 13m2 未満でも可：1993 年改正）。
２．冷水・温水の出る洗面設備と寝台を備え、入口は鍵をかけることができること。
３．冷・暖房設備があり、バス・トイレが付属していること。
また 1993 年 4 月に「国際観光ホテル整備法の一部を改正する法律」を施行した。この改正ではよ
り幅広く外国客の利用しやすい施設が登録を受けられるようにハード面の基準を変更し、ソフト面で
は外国語が話せるスタッフを雇うことが義務付けられた。また 1963 年に制定された旧「観光基本法」





















示す。これは（財）省エネルギーセンターが平成 9年から平成 10 年度にわたって調査したものである。
建築用途別のエネルギー消費原単位では、食品スーパー 6,059MJ／年、研究所 4,133MJ／年、病院 3,839
MJ／年の次に大きい値であり、ホテルはデパート 2,960MJ／年とほぼ同値の 3,048MJ/m2 年である。ホ
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テルが 20.1t で最も多く、次いで海浜地 19.7t、温泉


































































































































































































ホームページ上で 2003 年 3 月より公表している。このエコチャレンジホテル・旅館データベースの
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Approach to Energy and Environmental Activities in Hotels
Yoshimi IWABUCHI＊1
It is said that the amount of energy consumed per person in hotels is several times that of general
residence usage. In order to break away from a society of mass production, mass consumption, and
extensive disposal, and to build a sustainable society, we have to improve the service at hotels.
Improving service at hotels and aiming at the reduction of the use of energy and an inproved
environmental impact have on enormous significance for society.
In this paper, Ie introduce a number of improvement efforts for energy and the environment in hotels,
and we describe energy and environmental measures at hotels from the software side and the hardware
side.
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